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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　屈曲振動と伸縮振動をそれぞれ独立して励振する電圧信号を印加する電極領域を設けた
矩形板からなり、前記伸縮振動を励振する電極領域が、前記矩形板の対向する長辺及び短
辺の中点を含む各辺に平行な辺によって画される矩形または十字型の領域であり、前記領
域の長辺に平行な辺の長さが前記矩形板の長辺の長さの１０％以上、９５％以下であり、
前記領域の短辺に平行な辺の長さが前記矩形板の短辺の長さの１０％以上であって、圧電
素子側面への短絡のための引き出し電極（内部電極）の位置のみを変えた２種類の電極パ
ターンを有する圧電素子が、交互に複数枚積層され、前記位置の異なる内部電極に対応す
る外部電極を有する積層圧電型超音波モータ用振動子であって、前記伸縮振動を励振する
電極領域に所定の電圧信号を印加して伸縮振動を励起し、前記屈曲振動を励振する電極領
域に印加する電圧信号を可変して屈曲振動の励振を調節して、移動体の移動速度を制御す
る積層圧電型超音波モータ用振動子。
【請求項２】
　屈曲振動と伸縮振動をそれぞれ独立して励振する電圧信号を印加する電極領域を設けた
矩形板からなり、屈曲振動を励振する電極領域が、前記矩形板の短辺から長辺に沿って長
辺の長さの１／４だけ中心寄りに、矩形板の中心点に対して点対称的に２対設けられ、各
々の分極領域の長辺に平行な辺が前記矩形板の長辺の長さの４０％以下であり、短辺に平
行な辺が前記矩形板の短辺の長さの４０％以下であって、圧電素子側面への短絡のための
引き出し電極（内部電極）の位置のみを変えた２種類の電極パターンを有する圧電素子が
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、交互に複数枚積層され、前記位置の異なる内部電極に対応する外部電極を有する積層圧
電型超音波モータ用振動子であって、前記伸縮振動を励振する電極領域に所定の電圧信号
を印加して伸縮振動を励起し、前記屈曲振動を励振する電極領域に印加する電圧信号を可
変して屈曲振動の励振を調節して、移動体の移動速度を制御する積層圧電型超音波モータ
用振動子。
【請求項３】
　圧電素子の屈曲振動と伸縮振動を励振する電極領域が、それぞれの振動による圧電素子
の歪みが最大になる部位を含む請求項１または２記載の積層圧電型超音波モータ用振動子
。
【請求項４】
　屈曲振動が屈曲２次振動、伸縮振動が伸縮１次振動である請求項１～３のいずれかに記
載の積層圧電型超音波モータ用振動子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧電素子を用いて構成する超音波モータ用振動子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子・情報産業の急速な発展に伴い、精密部品の更なる微細化、高集積化が求め
られており、ナノオーダー（１０-9ｍオーダー）での検査や加工に対応する超精密位置決
め装置が必要となっている。また、医療やバイオ研究においてタンパク質や細胞の制御に
よる応用技術開発が進み、より微細な領域への位置決めが可能な顕微鏡用ステージに対す
るニーズが非常に強くなっている。更に近年では高精度化への要求と併せて、検査・加工
・測定の対象物が小さくなるに伴い、位置決め装置やその駆動源の小型化・軽量化も求め
られるようになってきた。
【０００３】
　従来、位置決め装置の駆動源としては電磁モータが用いられてきた。しかし、電磁モー
タによる位置決め装置では、電磁モータが持つ種々の間題点に合わせて、減速装置（ギヤ
）やボールねじが必要となる等の構造的な間題点も多く、ナノレベルの精度を得ることは
困難となっていた。また、占有体積や重量も構造上の制約のために必然的に大きなものに
なる。電磁モータ方式の位置決め装置の場合、比較的高精度と言われているものでも、位
置決め精度は１μｍ（１．０×１０-6ｍ）が限界となっており、マーケット・ニーズであ
るナノオーダーに比べると１０００倍も粗動であるといえる。つまり、電磁モータ方式の
位置決め装置でナノオーダーが達成できる可能性は非常に低いと予想される。
【０００４】
　そこで、電磁モータ方式の位置決め装置に代わる新しい位置決め装置として超音波モー
タを駆動源とする位置決め装置が期待され始めている。この超音波モータ方式の位置決め
装置は、超音波振動をそのまま摩擦摺動運動に変換するという動作原理を利用したもので
あり、減速装置やボールネジを必要とせず、また小型軽量、応答性が高い、作動音がない
、停止時の保持力が大きい等の優れた特性も付与できると期待されている。このように、
超音波モータを駆動源とする技術は、非常に高精度な位置決め装置を作る要素技術として
注目され、多くのタイプが提案され研究されている。
【０００５】
　一般的な超音波モータの原理を図２に示す。超音波モータは振動子１とスライダ２（移
動体）を含み、振動子はその伸縮と屈曲の組み合わせにより、少なくともその一部が楕円
運動をする。例えば、図２（Ａ）中のｐ点（振動子の左端面の中心点）は、（ａ）～（ｄ
）の４つの状態を通って同図（Ｂ）に示す軌跡を描く（ｘは振動子の長手方向、ｙは振動
子の上下面に垂直な軸）。振動子の楕円運動をしている部分には、通常、固定摺動部材（
ステータ）３となる耐磨耗性材料が接着されている。振動子の楕円運動はステータを介し
てスライダに伝達され、スライダを動かす駆動力となる。図２では、楕円運動の繰り返し



(3) JP 4892661 B2 2012.3.7

10

20

30

40

50

により移動体は図のガイド４に沿って下方へと送られる。この例では直線的に移動体を駆
動しているが、移動体を円環状にすれば回転運動を生じることも可能である。
【０００６】
　後述するように、振動子は圧電素子で構成できるが、この場合、前述の楕円運動の大き
さは圧電素子への入力電圧に依存する。すなわち、図３（図２（Ｂ）に対応する図。但し
、図２（Ｂ）のｙ軸は図３では水平方向として示す。）に模式的に示すように、入力電圧
が大きければ楕円運動も大きく、従って、スライダの移動速度も大きくなる。一方、入力
電圧が小さければ楕円運動も小さく、従って、スライダの移動速度も小さくなる。
　例えば、超音波モータを用いてＸＹテーブル等で精密位置決めする場合、目的位置に近
づくと移動速度を遅くして、少しずつ近づくという動作が必要となるが、移動速度を遅く
するためには入力電圧を小さくする必要がある。
【０００７】
　一方、固定摺動部材を介してスライダに駆動力を伝達できるのは両者が接触しているか
らであり、この目的のため、ステータは、適当な圧力でスライダに押し当てられている。
しかし、押し当て加重が強すぎると、ステータがスライダに押し当てられ過ぎるため、互
いが一瞬たりとも離れる事ができず、弱い入力電圧では全く動かない（図３の楕円運動の
横方向の振幅成分がゼロになることに相当、従来の振動子の場合は同時に縦方向の振幅も
ゼロになる）。入力電圧を上げていくと、ある電圧（しきい電圧）で突然動き出し、この
しきい電圧を超えた領域で楕円運動が起こり始める。
【０００８】
　押し当て力をどれだけ弱くしてもしきい電圧が低くなるだけで、しきい電圧は必ず存在
し、ある電圧（しきい電圧）で突然動き出すという挙動を無くすことは難しい。すなわち
、電圧－移動速度の関係は、図４に示すように、低電圧領域では電圧一移動速度の特性が
比例関係ではない上に非常に急峻な曲線を描いており、僅かな電圧の変動によって移動速
度が大幅に変化してしまう（入出力特性の非線形性）。
　このように、超音波モータを用いて精密位置決めを使用とする場合、入力電圧を低くす
る必要があるが、入出力特性の非線形性のため、微動領域では制御が困難になる。
【０００９】
　従来の超音波モータ用振動子として、例えば、特許文献１、２は、矩形状の積層圧電素
子に伸縮振動と屈曲振動の２種類の振動を同時に励振させることにより、振動体の所定の
位置に楕円運動を発生させ、この楕円運動を移動体（スライダ）へ伝達することで移動体
を回転運動もしくは直線運動させるものが開示されている。また、特許文献３、４には、
屈曲２次振動を加振するための圧電素子と、伸縮１次振動を加振するための圧電素子とを
個別にそれぞれ積層させ、振動子に楕円運動を発生させるものが開示されている。
　しかし、従来の超音波モータ用振動子は、入出力特性の非線形性を解消したものではな
く、このため、微動領域での振動子の制御性が悪く、精密な位置決めに用いるのは困難で
あった。
【００１０】
　また、従来の超音波モータ用振動子の圧電素子は、特許文献５に代表されるように、板
状の素子を挟んで、その両面のほぼ全面に電極を形成している。このため、静電容量が大
きくなり、必要以上の電流が流れるため、駆動電源に大きな負担がかかるという問題があ
った。さらに、特許文献３、４では、屈曲２次振動を加振するための圧電素子と、伸縮１
次振動を加振するための圧電素子とを個別にそれぞれ積層させるが、振動子全体の半分だ
けが屈曲振動を、もう半分だけが伸縮振動を加振していることになる。このため、素子全
体に占める加振領域の割合が小さくなり、結果的には振動振幅の小さな振動子になってし
まうと考えられ、加振効率が悪いという問題があった。
【００１１】
【特許文献１】特許第３３１１４４６号明細書
【特許文献２】特開２００４－２９７９５１号公報
【特許文献３】特開２０００－１１６１６２号公報
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【特許文献４】特開２００５－６５３５８号公報
【特許文献５】特許第２７２２２１１号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、入出力特性の非線形性を緩和し、微動領域での制御性（位置決め精度）の高
い超音波モータ用振動子の提供、及び振動効率の高い超音波モータ用振動子の提供を目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、上記目的を達成するために鋭意検討した結果、圧電素子において屈曲振
動（好ましくは、屈曲２次振動）と伸縮振動（好ましくは、伸縮１次振動）を独立して励
振させることで、振動子の制御性が大幅に向上し、また各々の振動を励振させるための分
極領域を適切な位置および大きさに最適化することにより振動効率が高まることを見出し
、本発明を完成するに至った。
　すなわち、本発明は以下の超音波モータ用振動子を提供するものである。
【００１４】
１．圧電素子に、屈曲振動と伸縮振動をそれぞれ独立して励振する分極領域をもち、当該
分極領域に電圧信号を印加するための電極を設けたことを特徴とする超音波モータ用振動
子。
２．圧電素子の屈曲振動と伸縮振動を励振する分極領域が、それぞれの振動による圧電素
子の歪みが最大になる部位を含む前記１記載の超音波モータ用振動子。
３．屈曲振動が屈曲２次振動、伸縮振動が伸縮１次振動である前記１または２記載の超音
波モータ用振動子。
４．圧電素子が矩形板であり、伸縮振動を励起する分極領域が、前記矩形板の対向する長
辺及び短辺の中点を含む領域に、矩形板の各辺に平行な辺によって画される矩形または十
字型領域であり、当該領域における長辺に平行な辺が、前記矩形板の長辺の長さの１０％
以上、９５％以下であり、前記当該領域における矩形板の短辺に平行な辺が、前記矩形板
の短辺の長さの１０％以上である前記３に記載の超音波モータ用振動子。
５．圧電素子が矩形板であり、屈曲振動を励起する分極領域が、前記矩形板の短辺から長
辺に沿って長辺の長さの１／４だけ中心寄りの領域において、それぞれ設けられる各面２
対の電極であり、各々の分極領域の長辺に平行な辺が前記長辺の長さの４０％以下であり
、短辺に平行な辺が前記短辺の長さの４０％以下である前記３に記載の超音波モータ用振
動子。
６．請求項１～５のいずれか記載の圧電素子と、外部電極との短絡を目的とする引き出し
電極パターンを持つ前記１に記載の電極を積層して構成した積層圧電型超音波モータ用振
動子。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の超音波モータ用振動子は、従来に比べ制御性、特に微動領域における制御性が
大幅に向上するため、精密位置決め装置の駆動源として有用である。さらに、従来よりも
高い振動効率の超音波モータ用振動子を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　本発明では、圧電素子を用いて構成する超音波モータ用振動子において、１個の素子上
に屈曲振動（好ましくは、屈曲２次振動）と伸縮振動（好ましくは、伸縮１次振動）を独
立して励振するように電極を設け、その配置を最適にする。なお、屈曲（２次）振動とは
、図６（ａ）に模式的に示す横振動（２次では１波長≒振動子の全長）であり、伸縮（１
次）振動とは、同図（ｂ）に模式的に示す縦振動（１次では半波長＝振動子の全長））で
ある。
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　以下本発明を詳細に説明する。
【００１７】
　本発明の圧電素子の加振点（電極位置）は、伸縮振動や屈曲振動を効率よく発生させる
ため、各振動による歪が最大となる場所に配置する。具体的には、伸縮振動では振動の「
節」の位置に、屈曲運動では振動の「腹」の位置に電極を配置する。
　例えば、矩形薄板状の圧電素子を用いた場合、屈曲２次振動の振幅分布は図７（ａ）に
示すようになる。屈曲２次振動は圧電素子の全長がほぼ１波長に相当する横振動(素子面
内に振幅を有する振動)であるため、歪が最大になる場所は振幅が最大になる箇所であり
、振動の自由端である左右の端から１／４位置程度の場所である。実際は圧電素子の全長
（Ｌ）は屈曲２次振動の１波長（λ2B）よりわずかに長く、歪みが最大になる場所は、左
右の端から（１／４）Ｌ＋α中心に近い所となる。α＝（１／４）（Ｌ－λ2B）であり、
通常、αはＬの４．５％～６．５％程度である。従って、本発明ではこの位置に屈曲（２
次）振動用の電極を配置する。
【００１８】
　また、同じく矩形薄板状の圧電素子を用いた場合の伸縮１次振動の振幅分布を図７（ｂ
）に示す。伸縮１次振動は圧電素子の全長が１／２波長に相当する縦振動(素子の長手方
向に振幅を有する振動)であるため、屈曲振動の場合とは異なり、歪が最大になる場所は
変位が最小になる箇所であり、素子の中央付近である。従って、本発明ではこの位置に伸
縮（１次）振動用の電極を配置する。
　伸縮１次振動および屈曲２次振動において、振動の励振効率は共振周波数（ｆｓ）と反
共振周波数（ｆｐ）の差（Δｆ＝ｆｐ－ｆｓ）で間接的に評価することが出来る事が知ら
れている。図１２には伸縮１次振動、図１３および図１４には屈曲２次振動の、それぞれ
分極領域の大きさを変えた場合のΔｆの推移を示す。
　伸縮１次振動を励振する場合、振動子の伸縮１次振動のΔｆは、分極領域の長辺に平行
な辺の長さが素子の長辺の長さの７０％程度が極大であり、９５％を超えると大幅に低下
していることが分かる。このことから、伸縮１次振動を励振するための分極領域として、
長辺側の長さは素子の長辺の９５％以下が好ましいといえる。一方で、５５％以下になっ
た場合にもΔｆの低下が著しいが、伸縮１次振動は、ステータとスライダを突き離すとい
う補助的な振動が主な役割であるので、励振効率の低下という欠点よりもむしろ電極面積
が小さくなることに伴う消費電力の低減化という利点が好まれる場合が多い。このことか
ら、伸縮１次振動を励振するための分極領域として、長辺側の長さは素子の長辺の長さの
１０％以上が好ましく、振動効率を優先的に設計するならば、５５％以上が好ましいとい
える。また、短辺側の長さは、屈曲２次振動を励振するための分極領域によって最大値が
制限されるが、最小値としては素子の短辺側の長さの１０％以上であれば、長辺側の長さ
と同じ理由で、必要充分であると思われる。
　また、屈曲２次振動を励振する場合、振動子の屈曲２次振動のΔｆは、各々の分極領域
の短辺側の長さが素子の長辺側の側面から素子の短辺側の長さの３０％程度が極大であり
、４０％を超える、または２０％以下になると大幅に低下していることが分かる。また、
長辺側の長さは素子の長辺側の長さの３０％程度が極大であり、４０％を超える、または
２０％以下になると大幅に低下していることが分かる。屈曲２次振動の歪み分布を有限要
素解析によって調べてみると、歪みは素子の短辺から長辺に沿って長辺の長さの１／４程
度中心寄りの領域において、素子の長辺側の側面近傍に局所的に集中している。したがっ
て、局所的な励振をすることで、幾分は振動効率が低下すると思われるが、必要充分な振
幅が得られると考えられる。屈曲２次振動の場合は、スライダの移動速度や駆動力を支配
する主導的な役割であるので、励振効率は極力高い方が好まれる場合が多い。しかし、一
方では消費電力の低減化に対する要望も多い。つまり、消費電力の低減化のために、歪み
が集中する局所に、励振に必要十分な分極領域を設けてもよい。このことから、屈曲２次
振動を励振するための分極領域として、各々の分極領域は、短辺側の長さは素子の長辺側
側面から４０％以下が好ましく、長辺側の長さは４０％以下が好ましいといえる。なお、
分極領域の下限値は、形状等の条件や求められる特性により変わり得る。有限要素解析等
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により有効と推定される最小値以上であればよいが、例えば、各１％以上、好ましくは素
子の長辺側側面から３％以上、長辺側の長さ１０％以上、より好ましくはそれぞれ５％以
上、２０％以上である。
【００１９】
　以下では、伸縮１次振動と屈曲２次振動を例として説明するが、伸縮振動と屈曲振動と
を独立に励振するものであれば、他の振動モードの組み合わせであってもよい。もっとも
、高次モードでは一般に振幅の絶対値が小さくなり、伸縮振動と屈曲振動とを独立に励振
するのが困難となる上、電極配置も複雑となるため、伸縮１次振動と屈曲２次振動の組み
合わせが好ましい。また、以下の例では、概ね均一な厚みを有する矩形薄板状の圧電素子
を用いた場合における矩形板の4辺に平行な辺によって画された分極領域の配置について
説明するが、伸縮振動や屈曲振動による歪が最大となる場所に各振動を独立して励振し得
るような分極領域の形状であれば、その形状は問わず、適当な解析手法によって決定され
るそのような場所に分極領域および電気的信号を印加するための電極を配置した振動子も
本発明の範囲に含まれる。
【００２０】
　本発明の超音波モータ用振動子の圧電素子の電極配置の基本構成を図１に示す。
　図１に示すように、電極は伸縮１次振動用電極（図中、ｃ）と屈曲２次振動用電極（図
中、ａ及びｂ）を含む。
　伸縮１次振動用電極は、伸縮1次振動を励振するための分極領域の両面、つまり圧電素
子（矩形板）の対向する長辺の中点を結ぶ中心線上の少なくとも一部を含む領域に設けら
れる。図示していないが、ｃの対電極は素子の裏面に存在し、両者間に交流電圧を印加す
ることにより伸縮１次振動を励振する。
　伸縮振動励起用の電極領域は、図１では概ね十字型の領域として示しているが、前記中
心線の中点を含む限りにおいて任意の形状でよく、例えば、多角形、円形、楕円形でもよ
い。もっとも、図１の十字型のほか、圧電素子（矩形板）の各辺に平行な辺によって画さ
れる矩形状領域が好ましい。また、圧電素子側面への短絡のため、図１及び８に示すよう
に一辺を素子側面に接触させてもよく、図９に示すように引き出し部分を作ってもよい。
なお、引き出し部分は、電極領域間の配置、外部電極や端子の配置、構造等を考慮し、こ
れらの間の干渉や電極等による振動の抑制が最小になるように配置することが好ましい。
【００２１】
　本発明においては、前記領域における矩形板の長辺に平行な辺が、前記長辺の長さの１
０％以上９５％以下であることが好ましい。１０％以下であっても伸縮振動を励振するこ
とは出来るが十分な励振を行なうことが困難である。一方、前述の中心点から外れた位置
まで含めて電圧を印加しても励振効率は上がらず、静電容量が増すとともに電極によって
却って振幅が抑制される。従って、特に図７に示すように、圧電素子の幅ほぼ全部に及ぶ
矩形形状の電極とする場合は、長辺に沿った長さは、長辺全長の９５％以下が好ましく、
８５％以下であることがより好ましい。
　また、前記領域における矩形板の短辺に平行な辺が、前記短辺の長さの１０％以上であ
ることが好ましい。１０％未満では分極領域の面積が小さくなりすぎるために十分な励振
を行なうことが困難である。
　伸縮１次振動用電極は、上記の通り、素子の分極領域の表裏面に設ける。
【００２２】
　また、図１に示すように、屈曲２次振動用電極（図中ａ及びｂ）は、屈曲２次振動を励
振するための分極領域の両面、つまり圧電素子（矩形板）の短辺から長辺に沿って長辺の
長さの１／４だけ中心寄りの領域にそれぞれ設けられる各面２対の電極である。ここで、
各対の電極は、前記中心点に対して点対称的に設られる。図示していないが、ａ及びｂの
対電極は素子の裏面に存在し、ａとｂに逆位相の交流電圧を印加することにより屈曲２次
振動を励振する。
　ａ及びｂの電極は、互いに、また、ｃとの間で十分に絶縁が確保されるように設ければ
よいが、ａ及びｂの電極はｃとの間に０．２ないし０．５ｍｍの隙間を設けて、充分な絶
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縁性を確保することが好ましい。
【００２３】
　本発明の振動子を超音波モータに用いる場合、早く動かしたい場合はａ－ｂ及びｃに大
きな交流電圧を印加する。微動領域では、ｃには通常通りの電圧で、ａ－ｂに印加する電
圧を弱くすることにより、微調節可能な振動状態を得る。従来の振動子が発生する楕円運
動と、本発明の振動子が発生する楕円運動の比較を図５に示す。各振動を独立して励振で
きる本発明の振動子は、移動体への加圧方向の振動だけ予め充分に励起しておき、さらに
送り方向の振動を微弱に励起することができる。そのため、低電圧領域においても比較的
線形な特性が得られ、しきい電圧を超えてからの急峻な特性を緩和し、微動領域の制御性
を高めることができる。
【００２４】
　各電極は、適宜、電圧印加用のリード部分を有してもよいし、あるいは圧電素子板に電
極が設けられたフレキシブル基板を接合してもよい。
　また、本発明の超音波モータ用振動子は、単層の振動子に限定されず、上述の振動子を
積層したものでもよい。本発明では、圧電体の全ての層に屈曲振動を励振させる部分と伸
縮振動を励振させる部分を配置する。そのため、振動子全体に占める加振領域の割合も多
くなり、振動効率の良い振動子が得られる。
【００２５】
　本発明において用いる圧電素子及び電極の材料、振動子上に電極を付与する方法、積層
体とする場合の積層方法は、当分野で利用可能な任意の材料及び方法を含む。後で述べる
実施例においては圧電素子材料としては、チタン酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ）を用いたが、
他の圧電性材料、例えばニオブ酸リチウム（ＬｉＮｂＯ3）、タンタル酸リチウム（Ｌｉ
ＴａＯ3）、リチウムテトラボレート（Ｌｉ2Ｂ4Ｏ7）、ランガサイト（Ｌａ3Ｇａ5ＳｉＯ

14）、窒化アルミニウム等の無機材料、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）等の有機圧電
材料を用いても良い。また、後で述べる実施例においては電極材料としては、銀・パラジ
ウム合金電極を用いたが、他の電極材料、例えば銅、銀、金、アルミニウム、白金、パラ
ジウムあるいはこれらを含む合金等を用いても良い。電極付与方法の例としては、導電ペ
ーストの塗布ないし印刷、メッキ、蒸着等が挙げられる。
積層体を形成する手法の例としては、圧電素子材料とバインダーを含むスラリーをシート
状に成型、乾燥し、その上に図１０に示すように、圧電素子側面への短絡のために引き出
される引き出し電極の位置を変えた２種類の電極（内部電極）パターンを付与した後、図
１１に示すような順序でこれらを積層、本焼成し、さらに外部電極を設ける方法が挙げら
れる。図１５に、個々の圧電体の内部電極と１層おきに短絡する外部電極７ａ、７ｂ、８
ａ、８ｂを形成した積層型の振動子を示す。もっとも、以上はいずれも例であり、この他
の材料や方法を用いても本発明の振動子を製造することは可能である。
【００２６】
　なお、本明細書において「超音波モータ」とは、振動子の少なくとも一部の部位が圧電
機構によって楕円運動を行い、他の部材を駆動し得るものをすべて含む。また、その振動
周波数は、必ずしも超音波域でなくてもよく駆動源として機能し得るものであればよい。
【実施例】
【００２７】
実施例１
　厚さ２ｍｍ×長さ３０ｍｍ×幅８．４ｍｍの矩形状の圧電素子板を用意し、図１に準じ
た形状及び配置の伸縮１次振動用電極及び屈曲２次振動用電極を形成した。伸縮１次振動
用電極は長さ２０ｍｍの十字型とし、圧電素子の面積の４１％の大きさを有する。屈曲２
次振動用の電極は、各々、長さ６ｍｍ、幅１．５ｍｍとし、２対で圧電素子の面積の１４
％を有する。短辺中央部にはステータを接着した。
　前記圧電振動子の端部に接着したステータの振動状態を測定した結果を図１６に示す。
電極ａとｂには位相差１８０度でそれぞれ１００Ｖp-p、５５．２ｋＨｚの交流電圧を印
加するとともに、電極ｃには電極ａとｂに印加する信号と位相が異なる信号として、１０
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０Ｖp-p、同一周波数の交流電圧を印加した。なお、電極ａとｂに対する電極ｃの位相差
は、端部の振動位相に９０度の位相差が生じるように適宜調節した。この結果、図１６に
示すように、短辺中央に設けたステータは楕円運動を行なうことが確認された。電極ａと
ｂと電極ｃの伸縮１次振動への寄与を調べるため電極ａとｂの印加電圧の振幅を２５Ｖp-

pまで低減したところステータの楕円運動の長径はほぼ変わらないものの（ほぼ１００％
）、短径は２５％まで低減し、非常に微細な独立した制御が可能であることが確認できた
。
【００２８】
実施例２
　厚さ２ｍｍ×長さ３０ｍｍ×幅８．４ｍｍの矩形状の圧電素子板を用意し、図８に準じ
た形状及び配置の伸縮１次振動用電極及び屈曲２次振動用電極を形成した。伸縮１次振動
用電極は長さ６ｍｍの矩形とし、圧電素子の面積の１９％の大きさを有する。屈曲２次振
動用の電極は実施例１と同様に、各々、長さ６ｍｍ、幅１．５ｍｍとし、２対で圧電素子
の面積の１４％を有する。短辺中央部にはステータを接着した。また実施例１と同様に短
辺中央部にはステータを接着した。
　各々の電極には実施例１と同様の電圧を印加したので、以下には測定結果について実施
例１との相違点について主に述べる。測定の結果、伸縮１次振動用の分極領域が素子の長
辺の２０％という小さな領域になったことに伴う伸縮１次振動の大幅な振幅低下が認めら
れたが、短辺中央に設けたステータには楕円運動の発生が確認された。電極ａとｂと電極
ｃの伸縮１次振動への寄与を調べるため電極ａとｂの印加電圧の振幅を２５Ｖp-pまで低
減したところステータの楕円運動の長径はほぼ変わらないものの（ほぼ１００％）、短径
は２５％まで低減し、実施例１と同様に、非常に微細な独立した制御が可能であることが
確認できた。
【００２９】
実施例３
　厚さ２ｍｍ×長さ３０ｍｍ×幅８．４ｍｍの矩形状の圧電素子板を用意し、図９に準じ
た形状及び配置の伸縮１次振動用電極及び屈曲２次振動用電極を形成した。伸縮１次振動
用電極は長さ２０ｍｍの矩形とし、圧電素子の面積の２９％の大きさを有する。屈曲２次
振動用の電極は実施例１と同様に、各々、長さ６ｍｍ、幅１．５ｍｍとし、２対で圧電素
子の面積の１４％を有する。短辺中央部にはステータを接着した。また実施例１と同様に
短辺中央部にはステータを接着した。
　各々の電極には実施例１と同様の電圧を印加したので、以下には測定結果について実施
例１及び実施例２との相違点について主に述べる。測定の結果、伸縮１次振動用の分極領
域が実施例１より小さく、また実施例２より大きくなったことに伴う伸縮１次振動の振幅
が実施例１より若干小さく、実施例２より大幅に大きくなったことが認められ、短辺中央
に設けたステータは楕円運動を行なうことが確認された。電極ａとｂと電極ｃの伸縮１次
振動への寄与を調べるため電極ａとｂの印加電圧の振幅を２５Ｖp-pまで低減したところ
ステータの楕円運動の長径はほぼ変わらないものの（ほぼ１００％）、短径は２５％まで
低減し、この場合でも実施例１と同様に、非常に微細な独立した制御が可能であることが
確認できた。
【００３０】
実施例４
　実施例１～３の電極配置を持つ、厚み０．０８ｍｍの圧電素子を３５層積層した積層型
の超音波モータ用振動子を形成し、実施例１ないし実施例３と同様に振動状態を測定した
。圧電体の１層厚みが薄くなったことに伴い、実施例１ないし実施例３と同程度の振幅を
得るために必要な印加電圧は大幅に低下し、約５Ｖp-pで同程度の振幅が得られた。前記
電圧を印加して振動状態を測定したところ、短辺中央に設けたステータは楕円運動を行な
うことが確認された。また、電極ａとｂと電極ｃの伸縮１次振動への寄与を調べるため電
極ａとｂの印加電圧の振幅を１Ｖp-pまで低減したところステータの楕円運動の長径はほ
ぼ変わらないものの（ほぼ１００％）、短径は２０％まで低減し、実施例１ないし実施例
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【産業上の利用可能性】
【００３１】
　本発明の圧電素子は、最適な電極配置を採ることで、送り方向の振幅（図３の楕円運動
の横方向の振幅）と加圧方向の振幅（図３の楕円運動の縦方向の振幅）を独立で制御でき
る。このため、いわゆる「超音波モータ」の駆動源として広く用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】本発明の超音波モータ用振動子の圧電素子における電極配置の一例を示す平面図
。
【図２】一般的な超音波モータの原理を示す模式図。
【図３】振動子の楕円運動と入力電圧の関係を示す模式図。
【図４】入力電圧と移動速度の関係を示す模式図。
【図５】従来の振動子と、本発明の振動子が発生する楕円運動の比較を示す模式図。
【図６】屈曲２次振動（ａ）と伸縮１次振動（ｂ）を示す模式図。
【図７】屈曲２次振動の振幅分布（ａ）と伸縮１次振動の振幅分布（ｂ）を示す模式図。
【図８】本発明の超音波モータ用振動子の圧電素子における電極配置の他の例を示す平面
図。
【図９】本発明の超音波モータ用振動子の圧電素子における電極配置の他の例を示す平面
図。
【図１０】圧電素子の側面への短絡のための引き出し電極の位置のパターンを示す平面図
。
【図１１】積層圧電型超音波モータ用振動子の積層順序の例を示す図。
【図１２】伸縮１次振動の分極領域の長さと励振効率の関係を示す図。
【図１３】屈曲２次振動の分極領域の長さ（長辺側）と励振効率の関係を示す図。
【図１４】屈曲２次振動の分極領域の長さ（短辺側）と励振効率の関係を示す図。
【図１５】積層圧電型超音波モータ用振動子を示す図。
【図１６】電極ａ、ｂの印加電圧の振幅を変化させた場合のステータの振動状態を示す図
。
【符号の説明】
【００３３】
ａ　屈曲２次振動用電極
ｂ　屈曲２次振動用電極
ｃ　伸縮１次振動用電極
１　振動子
２　スライダ
３　固定摺動部材（ステータ）
４　ガイド
ｐ　振動子の左端面の中心点
６　積層型振動子
７ａ、ｂ　外部電極
８ａ、ｂ　外部電極



(10) JP 4892661 B2 2012.3.7

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】



(11) JP 4892661 B2 2012.3.7

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】



(12) JP 4892661 B2 2012.3.7

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   　　　　                                Ｈ０１Ｌ  41/22    　　　Ｚ          　　　　　

(72)発明者  滝本　幹夫
            石川県白山市相木町３８３番地　ニッコー株式会社内
(72)発明者  高野　昌宏
            石川県金沢市鞍月２丁目１番地　石川県工業試験場内
(72)発明者  新谷　隆二
            石川県金沢市鞍月２丁目１番地　石川県工業試験場内

    審査官  大山　広人

(56)参考文献  特表２００３－５０７９９９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０２－０４１６７３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－２９７９５１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－０１２１９２（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０２Ｎ　　　２／００　　　　
              Ｈ０１Ｌ　　４１／０８３　　　
              Ｈ０１Ｌ　　４１／１８７　　　
              Ｈ０１Ｌ　　４１／１９３　　　
              Ｈ０１Ｌ　　４１／２２　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

